
（5）都道府県性質別歳出決算分析表（住民一人当たりのコスト） 愛媛県 平成28年度 

人 口 

 う ち 日 本 人 

面 積 

歳 入 総 額 

歳 出 総 額 

実 質 収 支 

標 準 財 政 規 模 

地 方 債 現 在 高 

1,405,325 

1,394,413 

5,676.19 

622,066,841 

607,609,602 

2,455,001 

356,502,131 

1,040,465,444 

人(H29.1.1現在) 

人(H29.1.1現在) 

ｋ㎡ 

千円 

千円 

千円 

千円 

千円 

実 質 赤 字 比 率 

連 結 実 質 赤 字 比 率 

実 質 公 債 費 比 率 

将 来 負 担 比 率 

- 

- 

11.8 

149.3 

％ 

％ 

％ 

％ 

グ ル ー プ 

( 年 度 毎 ) 

H24  Ｄ     H25  Ｄ     H26  Ｄ      

H27  Ｃ     H28  Ｃ 

当 該 団 体 値 

グループ内平均値 

グループ内の 

 最大値及び最小値 

※ グループとは、道府県を財政力指数の高低によって5つに分類したものである。 

     Ａグループ 1.000以上、Ｂグループ 0.500以上1.000未満、Ｃグループ 0.400以上0.500未満、Ｄグループ 0.300以上0.400未満、Ｅグループ 0.300未満 

※ 住民基本台帳人口については、住民基本台帳関係年報の調査基準日変更に伴い、平成25年度以降、調査年度の1月1日現在の住民基本台帳に登録されている人口を記載。 

※ グループ内順位及び都道府県平均は、平成28年度決算の状況である。また同一グループの団体が存在しない場合グループ内順位を表示しない。 

人件費 

グループ内順位 
4/9 

都道府県平均 
107,264 

(円) 

90,000 

100,000 

110,000 

120,000 

130,000 

140,000 

105,138 

128,745 

119,256 
118,617 

127,021 

120,355 

124,444 

H28 H27 H26 H25 H24 

120,476 119,779 

118,045 
114,969 

120,120 

物件費 

グループ内順位 
5/9 

都道府県平均 
13,195 

(円) 

6,000 

9,000 

12,000 

15,000 

18,000 

21,000 

24,000 

27,000 

10,443 

22,603 

13,495 

13,833 
14,793 14,365 14,045 

H28 H27 H26 H25 H24 

13,521 

13,681 13,085 13,020 12,596 

維持補修費 

グループ内順位 
8/9 

都道府県平均 
3,739 

(円) 

0 

2,000 

4,000 

6,000 

8,000 

10,000 

12,000 

2,390 

9,218 

5,202 5,008 
4,506 

4,894 4,524 

H28 H27 H26 H25 H24 

2,672 

2,259 2,162 1,977 1,985 

扶助費 

グループ内順位 
1/9 

都道府県平均 
8,462 

(円) 

0 

3,000 

6,000 

9,000 

12,000 

15,000 

18,000 

21,000 

4,401 

17,260 

9,994 
9,821 

12,167 

10,299 10,293 

H28 H27 H26 H25 H24 

17,260 15,853 

14,203 13,635 13,265 

補助費等 

グループ内順位 
7/9 

都道府県平均 
106,869 

(円) 

60,000 

70,000 

80,000 

90,000 

100,000 

110,000 

120,000 

87,340 

106,515 

98,829 
99,950 

95,007 

89,942 
86,460 

H28 H27 H26 H25 H24 

90,252 
91,648 

81,656 

76,052 77,596 

普通建設事業費 

グループ内順位 
5/9 

都道府県平均 
55,903 

(円) 

40,000 

50,000 

60,000 

70,000 

80,000 

90,000 

100,000 

110,000 

51,195 

85,091 

72,635 

67,951 

94,715 

88,620 

78,803 

H28 H27 H26 H25 H24 

72,051 
68,939 

73,074 74,100 

59,765 

普通建設事業費 （ うち新規整備 ） 

グループ内順位 
8/9 

都道府県平均 
18,899 

(円) 

0 

10,000 

20,000 

30,000 

40,000 

50,000 

60,000 

4,764 

41,979 

25,882 

30,776 

43,161 

H28 H27 H26 H25 H24 

13,203 

28,268 27,813 

普通建設事業費 （ うち更新整備 ） 

グループ内順位 
3/9 

都道府県平均 
19,630 

(円) 

0 

10,000 

20,000 

30,000 

40,000 

50,000 

60,000 

12,370 

44,169 

25,800 

15,958 

22,137 

H28 H27 H26 H25 H24 

36,180 

18,571 

22,102 

災害復旧事業費 

グループ内順位 
6/9 

都道府県平均 
4,229 

(円) 

0 

3,000 

6,000 

9,000 

12,000 

15,000 

597 

6,694 

3,006 
1,818 

7,604 

12,732 

4,913 

H28 H27 H26 H25 H24 

1,223 

1,168 1,138 916 
1,841 

失業対策事業費 

グループ内順位 
1/9 

都道府県平均 
0 

(円) 

0 

1 

0 

0 

0 
0 0 0 0 

H28 H27 H26 H25 H24 

0 
0 0 0 0 

公債費 

グループ内順位 
6/9 

都道府県平均 
53,908 

(円) 

50,000 

60,000 

70,000 

80,000 

90,000 

100,000 

110,000 

120,000 

60,860 

105,608 

74,434 
74,436 

81,399 80,674 
85,677 

H28 H27 H26 H25 H24 

63,685 
64,634 63,586 61,538 62,181 

積立金 

グループ内順位 
3/9 

都道府県平均 
12,314 

(円) 

0 

10,000 

20,000 

30,000 

40,000 

3,124 

10,710 

5,356 7,478 
9,559 

23,177 

10,361 

H28 H27 H26 H25 H24 

9,165 

13,313 
9,770 

23,794 

7,771 

投資及び出資金 

グループ内順位 
8/9 

都道府県平均 
790 

(円) 

0 

1,000 

2,000 

3,000 

0 

1,331 

228 

1,108 

191 
450 

1,878 

H28 H27 H26 H25 H24 

12 

12 12 

2,146 2,107 

貸付金 

グループ内順位 
1/9 

都道府県平均 
24,774 

(円) 

0 

10,000 

20,000 

30,000 

40,000 

50,000 

60,000 

13,920 

42,042 

30,365 
31,436 

38,216 
40,786 40,060 

H28 H27 H26 H25 H24 

42,042 

44,191 45,363 46,272 
49,412 

繰出金 

グループ内順位 
9/9 

都道府県平均 
1,105 

(円) 

0 

1,000 

2,000 

3,000 

4 

2,042 

794 737 844 
1,065 

779 

H28 H27 H26 H25 H24 

4 
10 10 11 17 

前年度繰上充用金 

グループ内順位 
1/9 

都道府県平均 
0 

(円) 

0 

1 

0 

0 

0 
0 0 0 0 

H28 H27 H26 H25 H24 

0 
0 0 0 0 

性質別歳出の分析欄 

人件費は、住民一人当たり120,476円で、増加傾向にある。これは、人事委員会勧告に基づく職員給与改定、退職者数の増加による退職手当の増等によるものである。 

扶助費は、住民一人当たり17,260円で、増加傾向にある。これは、障害者介護給付費等負担金や児童福祉施設入所措置費、障害児入所給付費等負担金に加え、27年度からの子ども・子育て支援新制度の実施に伴う保育施設等運営費負担金の増等によるものである。 

補助費等は、住民一人当たり90,252円で、増加傾向にある中、28年度は減少した。これは、地方消費税率引上げの影響の平年度化による地方消費税交付金の減（△2,755百万円）や、地域商品券発行支援事業費補助金の減（△1,428百万円）等によるものである。 

普通建設事業費は、住民一人当たり72,051円で、24年度以降増加している。これは、南海トラフ地震等に備えた防災減災対策に重点的に取り組んでいることや、国の補正予算対応事業によるものである。 

公債費は、住民一人当たり63,685円で、概ね横ばい傾向にある。これは、過去の景気対策に伴い発行した建設地方債等の元利償還金は減少傾向にある一方、臨時財政対策債の元利償還金が増加していることによるものである。 
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